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平成30年 ７ 月豪雨に係る災害復旧工事を
円滑に進めるための取組

広島県 土木建築局 技術企画課

1 ．平成30年 ７ 月豪雨の概要
　平成30年 7 月はじめ、梅雨前線や台風第 7号等の
影響により、広島県だけでなく、西日本を中心に記
録的な大雨となりました。
　 7月 6 日12時から 7日12時までの24時間雨量は、
県北東部の特に多いところでは250㎜以上、県南西
部の特に多いところでは350㎜以上を観測し、さら
に 7月 3日から 8日にかけての累積雨量は、多いと
ころで676㎜に達するなど、 7月の過去の最大月間
降水量を超える雨量をわずか 6日間で記録しました
（図－ 1、表－ 1）。

２ ．県内における被災状況
　平成30年 7 月豪雨は、過去の災害のような一部の
地域だけでなく、県内の広範囲で土砂災害や河川の
氾濫が多数発生するなど、戦後最大級の被害をもた
らしました（写真－ 1～ ５）。

表－ 1　累積雨量上位地点
（ ７月 3日 0時～ ７月 ８日２4時）

市 区 町 観測局名 雨量［㎜］

呉 市 野呂川ダム 676.0

呉 市 警 固 屋 6５4.0

呉 市 田 戸 629.0

呉 市 蒲 刈 町 ５74.0

呉 市 呉 ５72.0

呉 市 郷 原 ５70.0

竹 原 市 仁 賀 ダ ム ５５4.0

広島市安芸区 立 石 ５41.0

呉 市 蒲 刈 大 浦 ５39.0

東 広 島 市 三 津 ５3５.0

図－ 1　アメダス期間降水量
（ ７月 3日 0時～ ８日1２時　広島地方気象台気象速報）

写真－ 1　浸水状況（安芸郡坂町付近）

総頭川

写真－ ２　浸水状況（三原市本郷町船木付近）

沼田川
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　交通インフラでは、高速道路・国道・地方道や鉄
道も多くの箇所で寸断されるなど、県民生活や経済
活動の基盤となるあらゆるインフラに甚大な影響が
生じました。
　しかしながら、国土交通省をはじめ関係機関と連
携のもと、 7月10日には、孤立集落解消・物資輸送
等に必要な道路の啓開が完了するとともに、 7月14
日には東西の大動脈である山陽自動車道の通行止め
が全て解除されるなどの迅速な対応を行ってきまし
た。

　また、土砂災害については、県内23市町の1,242
箇所において発生し、死者は87名と、甚大な被害が
発生したため、土砂災害の二次災害防止に向けて、
大型土のうや土石流センサーの設置等を迅速に行い
ました。
　また、発災 1カ月後の平成30年 8 月 7 日から第 1
次災害査定を開始し、平成31年 2 月 1 日まで第20次
に及ぶ査定を実施していただきました。国土交通省
防災課を始め関係機関の皆様に御協力を賜り、無事
に全ての災害査定を完了できましたことにつきまし
て、あらためて御礼を申し上げます。
　県・市町が管理する公共土木施設の災害について
は、河川2,824箇所、道路2,309箇所、砂防設備507
箇所、橋梁81箇所など、計５,824箇所、108,423百万
円が査定決定されました。

3 ．公共土木施設の復旧状況
　平成30年 7 月豪雨により甚大な被害が発生した公
共土木施設の災害復旧事業については、「この災害
を起点とした、創造的復興による新たな広島県づく
り」を目指す姿として、「平成30年 7 月豪雨災害か
らの復旧・復興プラン」を策定し、早期の復旧完了
を目指し取り組んでいるところです。
　災害復旧事業として採択された、県が管理する公
共土木施設の令和 3年 2月末時点での進捗状況は表
－ 2のとおりです。
　人家に近接するなど、県民生活に影響の大きい箇
所については、令和 3年の出水期までに完成させ、
その他の箇所についても、令和 3年度中の完成を目
指して取り組んでいます。

災害復旧事業被災箇所数（査定決定箇所数）※1

発 注 済※2

完　　成 発注予定
契 約 済

2,５５0 2,486
（97％）

2,4５8
（96％）

1,５26
（60％）

64
（ 3 ％）

（※1）県が管理する公共土木施設
（※2）公告または指名通知済のもの

表－ ２　災害復旧事業の進捗状況（令和 3年 ２月末時点）

写真－ 3　破堤状況（野呂川水系中畑川）

写真－ 4　破堤状況（東広島市河内町）

写真－ ５　土砂災害状況（安芸郡熊野町）
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4 ．事業進捗上の課題
　現在、国や市町と連携しながら総力を挙げて復旧
を進めており、広島県においても最優先で復旧工事
に取り組んでいますが、災害復旧工事の本格化に伴
い、必要な主任（監理）技術者や下請業者の確保に
時間を要したことなどから、不調・不落が多発しま
した。
　また、契約済工事においても、人手不足の影響な
どから、技能労働者の確保が困難となり、工事の稼
働率が低下するなど、事業進捗に遅れが生じました。

５ ．工事を円滑に進めるための取組
　平成30年 7 月豪雨災害からの早期の復旧に向け、
災害復旧工事を円滑に進めるための取組を、次のと
おり進めています。

⑴　入札・契約に関する取組
　不調・不落が発生しないよう、受注しやすい環境
の整備として、「工事着手日選択型契約方式」や「一
抜け方式」を活用して発注しています。
　「工事着手日選択型契約方式」は、受注者が一定
の期間内で工事着手日を選択することができる契約
方式であり、施工中の別工事と新たに発注する工事
の工期が重複し、技術者が確保できないことにより、
入札の不調・不落が発生していることから、通年で、
本方式を可能な限り適用することとしています。
　「一抜け方式」は、競争入札に付す複数の案件に
おいて、落札者を決定する順位をあらかじめ定め、
先に落札者となった者のその後の入札を無効とする
ことにより順次その後の案件の落札者を決定する入
札方式であり、同時期に発注が集中することで入札
不調の多発が懸念される場合に適用しています。
　また、入札手続きの迅速化を図るため、指名競争
入札の適用を拡大しています。
　さらに、下請や技能労働者の確保に向け、遠隔地
からの労働者確保に係る経費の計上や関係団体を通
じた周知等により取組を強化した結果、一部地域に
おいては隣県からの確保が行われ、工事が進められ
ています。
　その他、技術者不足による不調・不落を防止する
ため、主任技術者の兼務制限の緩和を行っています。

⑵　積算・監督に関する取組
　ア　発注段階
　工事量の増大や交通規制による作業効率の低下に

区　分
県 市　町 合　計

箇　所 金　額 箇　所 金　額 箇　所 金　額

河 川 1,５41 37,897 1,283 18,688 2,824 ５6,５8５

海 岸 0 0 2 14５ 2 14５

砂防設備 ５07 13,621 ― ― ５07 13,621

急傾斜地
崩壊防止
施 設

6 406 0 0 6 406

道 路 490 10,361 1,819 19,５06 2,309 29,867

橋 梁 3 213 78 ５,6５7 81 ５,870

港 湾 0 0 0 0 0 0

下 水 道 3 ５3５ 63 1,009 66 1,５44

公 園 0 0 29 386 29 386

合　計 2,５５0 63,033 2,930 3５,５13 ５,824 108,423

写真－ ６　災害復旧事例（（主）瀬野川福富本郷線））

被災状況

本復旧状況
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より、土木工事標準積算基準と施工実態が乖離して
いることから、施工実態に合うよう復興係数・復興
歩掛の導入を行いました。
　砂防関係工事では、作業効率の低下から特定の歩
掛が施工実態と乖離している可能性があるため、低
下の要因が確認できる場合は、土木工事標準積算基
準の代わりに当初から見積書を採用して発注できる
こととしました。

　イ　施工段階及び精算段階
　災害復旧工事を進めるにあたって、建設資材や労
働者が不足していることから、これらを遠隔地から
確保・調達する必要があります。建設資材の場合は、
購入価格や輸送費を実態に合わせて設計変更できる
こととしており、労働者の場合は、労働者の宿泊費
や赴任手当などの実費のうち、積算上見込んでいる
金額以上にかかった費用を精算時点において設計変
更の対象としています。なお、労働者の確保につい
ては、この制度をさらに活用しやすくするため、令
和 2年 2月から書類の簡素化及び計上可能な費用の
明確化を図りました。
　また、交通誘導警備員の逼迫状況に対応するため、
平成30年11月に中国地方整備局、広島市、建設業団
体、警備業協会・組合を構成員とする「交通誘導警
備員対策協議会」を立ち上げました。�
　この協議会において、交通誘導警備員の確保や工
事用信号機が使用できない場合は、建設業者が自ら
の工事現場を交通誘導する「自家警備」を令和 2年
度末までの期間限定で適用することを確認しまし
た。併せて、交通誘導警備員の実勢単価が「公共工
事設計労務単価」と乖離する場合は、見積りにより
対応できることとしております。
　さらに、工事の実施にあたっては、コンクリート
基礎工や小口止め工、根固めブロック工について、
次のいずれかに該当する場合は、二次製品の使用を
可能としました。
①　製作ヤード等の確保ができない場合
②　型枠の貸出量が逼迫している場合
③　技能労働者が不足している場合

　二次製品の活用は、工期短縮や省力化の観点から
も有効な取組となっています。

　ウ　監督・検査
　レディミクストコンクリートを使用する場合は、
受注者は発注者に対し承諾手続きを行う必要があり
ますが、書類の簡素化を目的として、広島県生コン
クリート工業組合のホームページに掲載されている
コンクリート配合計画書を活用することにより、承
諾に係る書類の簡素化を行っております。
　さらに、書類簡素化の観点から、コンクリートブ
ロック（中空）積を使用する場合は、コンクリート
ブロックと中詰材の合計が規定値以上であることを
監督職員の立会で確認していましたが、別工事の実
績により確認ができる場合は監督職員の立会を省略
できることとしております。
　これらのさまざまな取組により、災害復旧工事の
円滑な実施に継続的に努めています。

６ ．おわりに
　今回の平成30年 7 月豪雨災害は、数多くの尊い人
命を奪っただけでなく、住居被害をはじめ、道路や
鉄道の寸断、水道の断水など県民生活や経済活動の
基盤となる、あらゆるインフラに多大な損害をもた
らしました。
　広島県としても、被災者の方々の生活再建、県民
生活や経済活動の日常を取り戻す取組を最大限加速
させるとともに、今回の被災による復旧・復興を単
なる原状回復に終わらせるのではなく、中長期的な
視点に立ち、被災前の状態よりさらに良い状態に力
強く押し上げるための確かな軌道を描き、新たな広
島県の復興と創生を成し遂げていきます。
　この戦後最大級の災害に立ち向かい、新たな広島
県を創っていくために、「ピンチをチャンスに変え
る」という発想に転換し、被災された方や、被害を
受けられた企業、事業者の方々を、県はもとより、国、
市町をはじめ、あらゆる主体で支えながら、県民一
丸となって取り組んでまいります。
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令和 ３年福島県沖地震により被災した
河川・道路・港湾・公園等の迅速な復旧を支援

〜災害査定を効率化します〜

令和 3年 3月 9日
 水管理・国土保全局防災課、港湾局海岸・防災課、都市局都市安全課

　国土交通省では、令和 ３年福島県沖地震により被災した公共土木施設について、被害件数が多く、
要望のあった地方公共団体の災害復旧事業の災害査定において書面による査定上限額の引き上げを
行い、災害査定を効率化します。
　これにより、今般の災害に見舞われた地方自治体の災害復旧事業の災害査定の事務手続きの迅速
化が図られます。

　

○書面による査定上限額の引き上げにより査定に要
する時間や人員を大幅に縮減
・書面による査定上限額を通常300万円未満から
以下のとおり引き上げる

（水管理・国土保全局所管施設）
　宮城県、福島県：1,000万円以下
（港湾局所管施設）
　宮城県、福島県：2,500万円以下
（都市局所管施設）
　福島県：600万円以下

災害対策基本法等の一部を改正する
法律案が閣議決定されました

令和 ３年 ３月 ５日 内閣府（防災担当）

http://www.bousai.go.jp/kohou/oshirase/r3taisaku.html
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令和 ２年における激甚災害の指定に伴う
特別の財政援助を行います

〜国土交通省関係では、 ３災害で 1県７３市町村を対象に
約11５億円（暫定値）の国庫負担の嵩上げを措置〜

令和 ３年 ３月1２日 水管理・国土保全局防災課

　令和 ２ 年に発生した災害について、既に激甚災害指定されたものに加えて、追加の指定を行うた
め、激甚災害及びこれに対し適用すべき措置の指定に関する政令（内閣府所管）が本日閣議決定さ
れました。
　河川や道路など国土交通省所管公共土木施設の災害復旧事業に関しては、該当する ３ つの激甚災
害（激甚災害１災害及び局地激甚災害 ２災害）により、特別の財政援助の対象となる 1県７３市町村（次
ページ）に対して、通常の国庫負担（約1,01３億円）に加え、約 1割、約115億円（暫定値※

）の国
庫負担の嵩上げを措置します。

※現時点で災害査定が全て完了しておらず、今後、嵩上げ額が変更される可能性がある。

○国土交通省所管公共土木施設災害復旧事業に係る国庫負担の嵩上げ額 〔暫定値〕

激甚災害
特例対象事業費

通常の国庫負担額
（国庫負担率平均） 国庫負担の嵩上げ額 嵩上げ後の国庫負担額

（嵩上げ後の国庫負担率平均）

約1,459億円 約1,01３億円
（0.719）

約115億円 約1,1２8億円
（0.8２4）

※Ｒ ３ . ３ .1２時点

　全国の川の水位や洪水予警報、レーダ雨量、河川カメラ画像などをリアルタイムで提供している
「川の防災情報」ウェブサイトを、 ３月２３日（火）に全面リニューアルし、大雨時に必要となる川の
情報をより分かりやすく、見つけやすく提供します。

　

いのちとくらしをまもる 防災減災

「川の防災情報」ウェブサイトをリニューアル！
〜洪水の危険度を的確に伝え、主体的な避難を促進〜

令和 3年 3月10日 水管理・国土保全局河川計画課

　「川の防災情報」は、大雨などの際に、雨や川の
水位の状況などを、インターネットを通じてリアル
タイムに配信し、避難判断等に必要な情報を入手で
きるウェブサイトです。
　この度、より受け手に伝わる河川情報の提供を目
指し、サイト構成や提供コンテンツを抜本的に見直
し、全面リニューアルを行うこととしました。
　主な改良点（下記参照）
◯　身近な地点の情報に簡単にアクセス
◯　地図を操作して調べたい情報を検索
◯　全国の洪水の危険度を一目で確認

※リニューアルに伴う注意事項
　「川の防災情報」のリニューアルにあたり、各コン
テンツページのURL が変更となります（トップペ
ージ：https://www.river.go.jp は変更ありません）。
　なお、携帯版「川の防災情報」（http://i.river.
go.jp/）については、昨今の利用状況を踏まえ、リ
ニューアルと併せてサービスを終了させていただき
ます。

GIS
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令和 2年度河川防災ステーションの 6計画を決定
〜洪水等の緊急対応を迅速に行うための

拠点を市町村と連携して整備〜

令和 ３年 ３月１9日 水管理・国土保全局治水課

◯河川防災ステーションは、洪水時等の緊急対応を
迅速に行うため、コンクリートブロック等の資材
の備蓄や水防団の安全な待機場所などを集約し、
市町村等と河川管理者が連携して整備するもので
す。平常時には地域の人々の交流や憩いの場とし
て、また河川を中心とした文化活動の拠点として
大いに活用される施設です。

　国土交通省は、新たに 6箇所の河川防災ステーション整備計画を決定し、これにより河川防災ス
テーションの登録数は全国で143箇所となりました。

　

◯具体的には、以下の整備内容を予定しています。
・災害時の緊急復旧活動を行う上で必要な緊急用
資材の備蓄（国土交通省）

・駐車場、ヘリポート等の整備（国土交通省）
・水防センターを設置（各自治体）

https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo05_hh_000125.html

都県名 市町村名 水系名 河川名 箇所名 事業主体

宮城県 伊具郡
い ぐ ぐ ん

丸森
まるもり

町
まち

阿武隈
あ ぶ く ま

川
がわ

阿武隈
あ ぶ く ま

川
がわ

下流
かりゅう

丸森
まるもり

地区河川防災ステーション
国土交通省
丸森町
まる も り ま ち

茨城県 猿島郡境町
　さしまぐん　さかいまち

利根
と ね

川
がわ

利根
と ね

川
がわ

上流
じょうりゅう

境町
さかいまち

利根川左岸河川防災ステーション
国土交通省
境
さかい

町
ま ち

新潟県 長岡
ながおか

市
し

信濃川
し な の が わ

信濃川
し な の が わ

長岡
ながおか

地区河川防災ステーション
国土交通省
長岡市
な が お か し

長野県 長野市
な が の し

信濃川
し な の が わ

千曲川
ち く ま が わ

長沼
ながぬま

地区
ち く

河川防災ステーション
国土交通省
長野市
な が の し

岡山県 倉敷
くらしき

市
し

高梁
たかはし

川
がわ

小田川
お だ が わ

柳井
や な い

原
ばら

地区河川防災ステーション
国土交通省
倉敷市
く ら し き し

熊本県 上益城郡
かみま し き ぐ ん

甲佐
こ う さ

町
まち

緑川
みどりかわ

緑川
みどりかわ

船津
ふ な つ

地区河川防災ステーション
国土交通省
甲佐町
こ う さ ま ち

R2年度　「河川防災ステーション」登録 箇所一覧表（新規6箇所）
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　本日、「令和元年台風十九号による災害についての特定非常災害及びこれに対し適用すべき措置
の指定に関する政令の一部を改正する政令」が閣議決定されました。
　これにより、令和元年台風十九号の応急仮設住宅について、建築基準法により定められている存
続期間は、特定行政庁の許可により、更に １年を超えない範囲内で延長をすることが可能（再延長
可）となります。

　

「令和元年台風十九号による災害についての特定非常災害及び
これに対し適用すべき措置の指定に関する政令の一部を改正
する政令」を閣議決定 

令和 ３年 ３月19日 住宅局建築指導課

https://www.mlit.go.jp/report/press/house05_hh_000871.html

１　背　　景
　令和元年台風十九号による災害については、「特
定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るため
の特別措置に関する法律」（平成 ８年法律第８５号。
以下「法」という。）に基づき、政令により、法第
２条第 １項の特定非常災害として指定されるととも
に、当該災害に対する措置（法第 ３条～第 ９条）の
うち、直ちに適用可能な措置（法第 ３条～第 ７条）
について指定されています（令和元年台風十九号に
よる災害についての特定非常災害及びこれに対し適
用すべき措置の指定に関する政令（令和元年政令第
１２９号））。
　今般、同政令を改正し、当該災害に対し、以下の
とおり法第 ８条の措置を追加することとします。

２ 　政令の概要
⑴　法第 ８条の措置の追加指定
　上記災害に対し適用すべき措置として、建築基準
法による応急仮設住宅の存続期間等の特例に関する
措置（法第 ８条）を追加指定します。
⑵　措置の具体的内容
　特定行政庁は、特定非常災害の発生に際し建築さ
れた応急仮設住宅について、一定の場合には、建築
基準法第８５条第 ４項又は第８７条の ３第 ４項に規定す
る許可に係る存続期間を、更に １年を超えない範囲
内において延長（再延長可）することが可能となり
ます。

３ 　スケジュール
○　令和 ３年 ３月１９日（金）　閣議決定
○　令和 ３年 ３月２４日（水）　公布・施行（予定）

○今冬は、昨年１２月の降雪初期から、北日本から西日本の日本海側を中心に短期間の集中的な降雪
が相次いだため、平年より多くの道路除雪費が必要となっています。

○このため、国土交通省では、本年 ２月１２日から地方自治体に道路除雪の実施状況の聞き取りを行
い、今回その結果を踏まえ、第 ３段階の支援として、過去最大の予算規模となる、約３８０億円（国
費）を追加配分します。

　・道府県・政令市： ２５自治体除雪補助　　　国費２１４億円※

　・市町村　　　　：３１６自治体臨時特例措置　国費１６７億円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 合計　国費３８０億円

※当初保留分、国費２６億円含む

＜参考：今冬の除雪費支援＞
　・第 １段階：当初予算で配分
　・第 ２段階： ２月１２日追加配分（国費１１６億円）

地方公共団体の道路除雪費を過去最大の予算規模で追加配分
〜今冬の第 ３段階の支援を実施〜

令和 ３年 ３月１９日 道路局環境安全・防災課
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令和 ２年の土砂災害発生件数は平均の約１.２倍

令和 ３年 ３月２５日 水管理・国土保全局砂防部

　令和 ２年の土砂災害の発生件数※1（確定値）※2は、過去平均の約１．２倍、令和 ２年 ７ 月豪雨は過去
最大クラスの広域災害となりました。

※1　土石流等、地すべり、がけ崩れが発生した件数（火砕流は除く）。 １月 １日～１２月３１日発生分を集計。
※2　令和 ２年１２月２３日に令和 ２年の土砂災害発生件数（速報値）を公表しております。

　国土交通省では毎年、都道府県等からの報告に基
づき、土砂災害の発生件数を集計しています。
【今年の土砂災害】
　４６都道府県で１，３１９件の土砂災害が発生し、平均
発生件数（Ｓ５７～Ｒ １）の約１．２倍。地すべりの発
生件数（１１７件）が、直近１０年（Ｈ２２～Ｒ １）の平

均発生件数（１０９件）を上回った。
　令和 ２年 ７ 月豪雨は３７府県で９６１件の土砂災害を
もたらし、過去最大クラスの広域災害。 ７月豪雨で
最も被害が大きかった熊本県では集計開始以降最多
の発生件数（２２７件）を記録。

（これまでの最多件数は、平成２８年の２２３件）

https://www.mlit.go.jp/report/press/sabo02_hh_000113.html

図　土砂災害発生件数の推移（Ｓ５７～Ｒ ２）
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　令和元年東日本台風等により浸水被害を受けた久
く

慈
じ

川
がわ

水系長
おさ

内
ない

川
がわ

・小
こ

屋
や

畑
はた

川
がわ

、名
な

取
とり

川
がわ

水系旧
きゅう

笊
ざる

川
かわ

・谷
や

地
ち

堀
ぼり

、利
と

根
ね

川
がわ

水系田
た

川
がわ

及び利
と

根
ね

川
がわ

水系忍
おし

川
かわ

の 4 地域において、浸水対策重点地域緊急事業（※）

に新たに着手し、早期の再度災害防止等を図ります。

（※）中小河川の氾濫により深刻な影響が生じた地域において、再度災害の防止等を図ることを目的に防災・安全交付金で集
中的な対策を支援する事業。河川改修事業に加えてソフト対策や土地の利用規制等の都道府県等の独自事業と一体とな
り実施。

＜事業の概要＞
①　久慈川水系長内川・小屋畑川
　　➢　全体事業費：約70億円
　　➢　事 業 期 間：令和 3年度～令和 8年度
　　➢　事 業 主 体：岩手県
　　　　※岩手県の記者発表資料はこちら
　　　　　https://www.pref.iwate.jp//kendozukuri/kasensabou/kasen/taifu19.html
②　名取川水系旧笊川・谷地堀
　　➢　全体事業費：約33億円
　　➢　事 業 期 間：令和 3年度～令和 7年度
　　➢　事 業 主 体：宮城県、仙台市
　　　　※宮城県の記者発表資料はこちら
　　　　　https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/kasen/sinsuijuuten.html
③　利根川水系田川
　　➢　全体事業費：約89億円
　　➢　事 業 期 間：令和 3年度～令和 7年度
　　➢　事 業 主 体：栃木県
　　　　※栃木県の記者発表資料はこちら
　　　　　https://www.pref.tochigi.lg.jp/h06/houdou/r2tagawa_sinsuijuten.html
④　利根川水系忍川
　　➢　全体事業費：約75億円
　　➢　事 業 期 間：令和 3年度～令和 8年度
　　➢　事 業 主 体：埼玉県、行田市
　　　　※埼玉県の記者発表資料はこちら
　　　　　https://www.pref.saitama.lg.jp/a1007/news/page/news2021033001.html

https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo05_hh_000127.html

いのちとくらしをまもる 防災減災

利
と

根
ね

川
が わ

水系田
た

川
が わ

・忍
お し

川
か わ

など 4地域において
浸水対策重点地域緊急事業に新たに着手します

令和 ３年 ３月３０日 水管理・国土保全局治水課

全国１０９の一級水系全てにおいて
『流域治水プロジェクト』を策定・公表します
〜『流域治水』の現場レベルでの取組を本格的にスタート！〜

令和 ３年 ３月３０日 水管理・国土保全局治水課

　流域治水プロジェクトは、近年の気候変動による
災害の激甚化、頻発化を踏まえ、上流、下流、本川、
支川の流域全体を俯瞰し、河川整備、雨水貯留浸透
施設、土地利用規制、利水ダムの事前放流など、あ
らゆる関係者の協働による治水対策の全体像をとり
まとめた初めての取り組みです。

　各水系で公表したプロジェクトは、以下の国土交
通省ホームページに掲載しております。
【国土交通省ホームページ】
https://www.mlit.go.jp/river/kasen/ryuiki_pro/
index.html

https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo05_hh_000128.html
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令和元年東日本台風の発生した
令和元年の水害被害額が統計開始以来最大に

〜令和元年の水害被害額（確報値）を公表〜

令和 ３年 ３月３１日 水管理・国土保全局河川計画課

　令和元年の水害被害額（確報値）は、全国で約 2兆1,800億円となり、平成16年の被害額（約 2
兆200億円）を上回り、１年間の津波以外の水害被害額が統計開始以来最大となりました。
　また、津波以外の単一の水害による被害についても、令和元年東日本台風による被害額は約 1兆
8,800億円となり、平成30年 ７ 月豪雨による被害額（約 1兆2,150億円）を上回り、統計開始以来最
大の被害額となりました。
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https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo03_hh_001056.html



（16） 第 862 号 防 災 令 和  3  年  4  月  1  日

　（公社）全国防災協会では、市町村をはじめとする
被災公共土木施設の早期復旧支援に向け、平成15年
11月に「災害復旧技術専門家派遣制度」を創設しま
した。災害復旧技術専門家は、国や都道府県の災害
復旧業務に長年携わり、制度を熟知し災害復旧事業
に関する高度な技術的知見を有する経験豊富な技術
者（防災担当の本庁課長級及び事務所長経験者で構
成）で、北海道から沖縄までの全国に、383名が登
録されています。
　平成26年 ５ 月には、国土交通省水管理・国土保全
局防災課より「災害復旧・改良復旧事業の技術的助
言などの支援（試行）について」の通達が出され、
制度を充実してきています。これまでも多くの地方
公共団体等の要請に応じ、多くの災害復旧技術専門
家を派遣し、迅速かつ的確な災害復旧事業の促進に
寄与しています。
　今回、通達に基づき令和 3年 2月13日発生福島県
沖地震により被災した宮城県山元町に 3名の災害復
旧技術専門家を派遣し、復旧工法などについて技術
的助言を行いました。

派遣概要

1．令和 3年 ２月13日発生福島県沖地震よる宮城県
及び山元町の状況
　令和 3年 2月13日23時08分頃福島県沖の深さ55㎞
でマグニチュード7.3の地震が発生し、宮城県蔵王
町、福島県相馬市、新地町、国見町で震度 6弱を観
測したほか、北海道から中国地方にかけて震度 6弱
～ 1を観測した。
　この地震により宮城県内では、蔵王町で震度 6強、
登米市、岩沼市、川崎町、亘理町、山元町、石巻市
で震度 6弱を観測したほか、県内の広い範囲で震度
５弱以上の強い揺れを観測した。

２ ．派遣された災害復旧技術専門家（敬称略）
　派遣日：令和 3年 3月 ５日（金）
　派遣者：本田　保惠（戸田建設㈱東北支店）
　　　　　舟山　義広（㈱協和コンサルタンツ
　　　　　　　　　　　東北支社）
　　　　　石澤　秀春（㈱東光コンサルタンツ
　　　　　　　　　　　仙台支店）

3 ．活動報告（支援・助言内容）
普通河川　久保間沢川
被害状況：普通河川久保間沢川左岸の令和元年災の
復旧済箇所について、堤体盛土の滑動により、堤
体へのクラック、ブロックと背後盛土の剥離（隙
間が空いた）、擁壁が倒れる（最大で 4部勾配が

災害復旧技術専門家を宮城県山元町に派遣

公益社団法人 全国防災協会
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令和 ３年 ２月１３日発生福島沖地震による被害に対する
山元町への災害復旧技術専門家派遣活動について
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（㈱東光コンサルタンツ仙台支店）

1 　現地派遣での感想
　平成23年 3 月11日の「東日本大震災」での大地震からほぼ10年後に発生したこの地震。私が住んでいる仙台でも震度 ５
強を記録し、居住しているマンションも前回よりも被災程度は軽いものの、同じ個所にクラックが発生しました。
　県のホームページなどで被災状況を見ていましたが、幸いにもさほど大きな被害がないようでしたので安堵していたと
ころに派遣依頼がありました。
　山元町は、宮城県の南端で太平洋側に位置し福島県に隣接しています。現地に行きますと、主な被災箇所は町の南側の
地域に集中しており、応急処置としての屋根のブルーシートも同地域に多く見られました。
　今回の技術的支援要請は、河川・橋梁各１か所でしたが、河川は未満災（元年雨災）で堤防（亀裂・沈下）と護岸（一部、
川側に数センチ側方移動・勾配 1：0.4→ 1：0.4５となっているが損傷なし）が被災（？）、橋梁はパラペットに亀裂が発生（桁
との遊間がほとんどない）している状態でしたが密閉型ジョイントのため詳細確認ができずと、どちらも被災範囲等が確
定できなかったことにより大変悩ましいものでした。同行された国交省OB専門家の方々とともに、調査方法・その結果

令和 ３年 ２月１３日福島県沖地震による
災害復旧技術専門家活動について
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（㈱協和コンサルタンツ東北支社）

　昨年 6月に災害復旧技術専門家として登録され、今回が専門家活動のデビューであり、内心ドキドキしながら行ってき
ました。今回派遣された宮城県山元町の現場は、 2月13日に発生し最大震度 6強を観測した福島県沖地震により被災した
もので、河川護岸、橋梁について助言が求められました。県や町の担当の方と意見交換しながら方向性を示すことができ、
ほっとしております。
　今回の派遣は、準備期間、情報も少なく、ぶっつけ本番という感じでした。できれば内容にあった専門家の選任や事前
検討の時間など、配慮いただきたいと思います。
　今、建設業界では i-Construction の取り組みが進められております。災害復旧についても取り組んでいくこととなると
思いますので、その情報も取り入れ勉強しながら、地域に役立っていきたいと思います。

4 ．派遣技術専門家のコメント

５ 部勾配になった）等の被害が見られた。
・堤防縦断クラックの復旧工法として、堤防盛土の
切り返しは妥当であるが、クラック深が不明のた
め早急に深度を調査し、復旧断面の検討を行う必
要がある。
・クラックが深く、復旧断面が護岸背面まで影響を
与え、施工困難となる場合は、護岸を死に体とし、
撤去、再設置の判断も必要となる。
・クラックの深度調査については、石灰水を流し込

む方法など、災害復旧調査マニュアルを参照され
たい。
・護岸上流端の小口止部については、小口止工に勾
配変化が見られ、その上流護岸に亀裂が生じてい
ること、更に下流護岸との横断的な段差が生じた
ことから復旧範囲に含めても良いと思われる。
・被害箇所が元年災の施工範囲に限定されるため、
施工不良でないことの整理が必要である。事前協
議や査定時に答えられるように準備しておくこと。
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５ ．災害復旧技術専門家派遣フロー

災害復旧・改良復旧事業の技術的助言などの自治体支援

○被災自治体のマンパワー不足、技術力不足により、適切な災害復旧事業の実施に際し、
被災自治体の大きな負担となっている。

○災害発生時に被災自治体が災害復旧や改良復旧の計画立案するためのマンパワーや技術力
の不足を補うため、平成26年より災害復旧技術専門家派遣制度を試行的に運用する。

○本制度は、TEC-FORCEが出動した大規模災害で、被災自治体から本省防災課に要請があり、
防災課が必要と判断する場合、防災協会より無償で専門家を派遣する制度。

都道府県
防災担当課
（管内市町村）

本省防災課
（復旧事業ライン）

全国防災協会
（専門家リスト）

④通知 ③専門家決定

①要請 ②依頼

○本省防災課への支
援要請

※市町村は都道府県
を通じて

○専門家が現地にて
復旧方針等の助言

○都道府県からの要
請の受理

○派遣可否、防災協
会との調整

○被災自治体へ通知

○派遣する専門家と
の調整、専門家の
決定

○防災課へ連絡

東日本被災状況（千葉県成田市）東日本被災状況（宮城県岩沼市） 東日本被災状況（千葉県浦安市）

＜手続きのフロー図＞

被災が甚大化・多様化している中、多くの自治体で最適な復旧工法検討をする人員・技術力が不足している

台風26号による土砂災害（伊豆大島）

◎手続き
1）　被災自治体（都道府県・指定都市）から防災課
へ要請する。
※市町村（指定都市を除く）は都道府県を通じて
防災課へ要請する。

2）　防災課から防災協会へ専門家の派遣を依頼する。

3）　防災協会が派遣する専門家を決定。防災課へ連
絡する。
4）　派遣内容を防災課から要請のあった被災自治体
へ通知し、派遣の日程を調整する。
５）　派遣された専門家が現地にて復旧方針等の助言
を行う。

による復旧工法・範囲の決定について助言・指導を行いました。町にとっては、今後の災害復旧事業申請に向け、一助に
なったものと思っています。

２ 　今後の抱負
　私は、県が主催する災害復旧事業研修会（県・市町村実務担当職員対象）で、ここ数年模擬査定のお手伝いや災害復旧
技術専門家派遣制度について説明してきましたが、なかなか理解してもらえていないようです。
　今後もいろいろな機会を捉え、派遣制度について知ってもらえるよう PRに努めるとともに、市町村への適切な支援が
できるよう、災害復旧事業に関する最新情報の収集や学習等に努めていく所存です。
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協会だより

令和 2年度 第 3回通常理事会開催
　令和 2年度第 3回通常理事会が、令和 3年 3月 ５
日（金）12時30分から、千代田区平河町の砂防会館別
館 2階「特別会議室」で、zoomによるテレビ会議
システムを併用して開催されました。

1 ．出 席 者
　脇 会長　　　　足立 副会長　　日裏 副会長
　藤芳 副会長　　入村 理事（テレビ会議）
　虫明 理事　　　奥野 理事　　　上総 理事　
　富田 理事　　　松田 理事　
　藤澤 監事（テレビ会議） 　　　　野田 監事

２ ．来　　賓
　国土交通省水管理・国土保全局防災課長

　内藤正彦 様

3 ．審議事項
　令和 3年度事業計画について
　令和 3年度収支予算について
　規定類の制定について
　顧問の委嘱について
　会員の入会について
　会長及び副会長の職務執行の状況について（報告）

　足立副会長の挨拶、脇会長の開会挨拶の後、国土
交通省水管理・国土保全局防災課内藤正彦課長の来
賓挨拶をいただき、議事録署名人選任、議案の説明・
審議、報告等が行われ、議案はいずれも原案どおり
議決されました。

脇会長あいさつ 内藤防災課長あいさつ

理事会の様子足立副会長（参議院議員）あいさつ
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協会だより

令和 2年度顧問会議開催

　令和 2年度顧問会議が、令和 3年 3月 ５日（金）10
時30分から、千代田区平河町の砂防会館別館 2階「特
別会議室｣ で、zoomによるテレビ会議システムを
併用して開催されました。

1 ．出 席 者
　脇 会長　　　藤芳 副会長
　佐々木 顧問　加藤 顧問（テレビ会議）
　縣 顧問（テレビ会議）　平尾 顧問（テレビ会議）
　松本 顧問　細見 顧問　安田 顧問　石橋 顧問

２ ．議　　題
　自由討議（討議に先立ち、次の事項を説明）
　　令和 3年度事業計画について
　　令和 3年度収支予算について

理事会の様子

脇会長あいさつ

顧問会議の様子

顧問会議の様子（テレビ会議）

理事会の様子（テレビ会議）
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協会だより

令和 ３年度　災害復旧実務講習会の
日程が決まりました

１．　開 催 日　令和 3年 5月13日㈭～14日㈮の
　　　　　　　 2日間
２．　会　　場　砂防会館別館シェーンバッハ・サボー

　東京都千代田区平河町 2− 7− 4
　TEL：03（3261）8386（代表）

３．　講義内容　別紙日程表（案）のとおり
４．　受講者数　300名程度（定員に達し次第締め切

らせて頂きます。）

５．　受 講 費　◎会　員
12,690円（受講費 3,135円、
　　　　　テキスト代 9,555円）
◎非会員
13,350円（受講費 3,300円、
　　　　　テキスト代 10,050円）

６．　その他　CPD取得単位について
　この実務講習会の取得単位は、 2日間を一つのプ
ログラムとして認定を受けています。よって、 1日
のみの受講での認定はできませんので、取得を希望
される参加者は留意して下さい。
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別紙

令和 ３年度 災害復旧実務講習会日程



令 和  3  年  4  月  1  日 防 災 （23）第 862 号



（24） 第 862 号 防 災 令 和  3  年  4  月  1  日

防災課だより 人 事 異 動

〔水管理・国土保全局　人事発令〕
△令和 3年 3月31日

氏　　名 新　　　所　　　属 備　　　　　　　考

関澤　信弘 退職 河川環境課水防調整官（併）防災課

増田　純一 退職 防災課災害調整係長

細井　俊一 辞職（栃木県） 防災課災害査定官

上室　　健 辞職（鹿児島県） 防災課改良計画係長

太田　茂登 辞職（長野県） 防災課災害査定官

山田　博史 防災課災害第一係長（再任用（任期更新）） 防災課災害第一係長（再任用）

櫻田　悦二 防災課予算係長（再任用（任期更新）） 防災課予算係長（再任用）

△令和 3年 4月 1日
【転出】

氏　　名 新　　　所　　　属 備　　　　　　　考

大塚　達博 退職 防災課長補佐

森田　耕司 北陸地方整備局松本砂防事務所長 防災課災害対策室企画専門官

菱川　　龍 関東地方整備局関東道路メンテナンスセンター長（併）関東地
方整備局関東維持管理技術センター

防災課災害査定官

花篭　利行 東北地方整備局成瀬ダム工事事務所長 防災課災害査定官

濱田　靖彦 中国地方整備局高梁川・小田川緊急治水対策河川事務所長 防災課災害査定官

立松　明憲 中部地方整備局静岡河川事務所長 防災課災害対策室課長補佐

宝住　誓司 北海道開発局旭川開発建設部治水課長 防災課企画専門官（併）水資源部水資源政策課（併）水資源部
水資源計画課

山崎　　航 国土地理院地理空間情報部サイバーセキュリティ推進官 防災課災害対策室課長補佐

島田　匡之 関東地方整備局渡良瀬川河川事務所調査課長 防災課基準係長

武川　晋也 国土技術政策総合研究所河川研究部河川研究室研究官 防災課災害復旧企画調整係長

木多　勇太 近畿地方整備局姫路河川国道事務所余部出張所管理第一係長
（併）姫路河川国道事務所龍野出張所　

防災課災害第一係

△令和 3年 4月 1日
【転入】

氏　　名 新　　　所　　　属 備　　　　　　　考

朝堀　泰明 防災課長 辞職（独立行政法人水資源機構本社経営企画部長）

堤　　達也 大臣官房付 辞職（名取市副市長）

中静　友則 防災課企画専門官 大臣官房広報課企画専門官

石尾　浩市 防災課災害対策室企画専門官 砂防部砂防計画課付（復職（（一財）砂防フロンティア整備推
進機構主任研究員））

川邊　和人 防災課企画専門官（併）水資源部水資源政策課（併）水資源部
水資源計画課

北海道開発局網走開発建設部北見河川事務所計画課

千野　貴彦 防災課災害査定官 河川計画課付（併）内閣府地方創生推進事務局参事官（構造改
革特別区域担当）付参事官補佐（併）内閣府地方創生推進事務
局参事官（総合特別区域担当）付参事官補佐（併）内閣府地方
創生推進事務局参事官（国家戦略特別区域担当）付参事官補佐

外山　久典 防災課災害査定官 東北地方整備局北上川下流河川事務所副所長

水川　靖男 防災課災害査定官 関東地方整備局道路部特定道路工事対策官

大熊　　傑 防災課災害査定官 辞職（埼玉県川越県土整備事務所河川部長）
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氏　　名 新　　　所　　　属 備　　　　　　　考

原田　隆二 防災課災害査定官 九州地方整備局宮崎河川国道事務所事業対策官（併）九州地方
整備局筑後川河川事務所（併）九州地方整備局九州北部豪雨災
害対策推進室（併）九州地方整備局九州北部豪雨復興センター

神代　哲也 防災課災害対策室課長補佐 国土政策局広域地方政策課広域制度企画室専門調査官（併）国
土政策局広域地方政策課

本田　早苗 防災課長補佐 大臣官房総務課付（併）内閣府公益認定等委員会事務局審査監
督調査官

稲垣　良和 防災課災害対策室課長補佐 中部地方整備局豊橋河川事務所副所長

若杉　貴浩 防災課災害対策室課長補佐 国土地理院測地観測センター衛星測地課調査員

諸橋　　拓 防災課災害対策室調査計画係長 関東地方整備局河川部水災害対策センター水災害対策係長

宇都宮　悠 防災課災害対策室地震防災係長 総合政策局公共事業企画調整課インフラ情報・環境企画室情報
企画係長

田口　真矢 防災課災害復旧企画調整係長 国土技術政策総合研究所河川研究部大規模河川構造物研究室研
究官

小杉　洋平 防災課基準係長 辞職（徳島県政策創造部地方創生局市町村課企画財政担当主任）

中嶋　将大 防災課災害統計係長 総合政策局社会資本整備政策課社会資本整備調整係

髙岡　成圭 防災課災害調整係長 内閣府沖縄振興局参事官（振興第一担当）付振興第一担当主査

鶴巻　武人 防災課改良計画係長 辞職（岩手県県土整備部砂防災害課（災害復旧担当）主査）

△令和 3年 4月 1日
【局内】

氏　　名 新　　　所　　　属 備　　　　　　　考

内藤　正彦 河川環境課長 防災課長

波多野真樹 大臣官房付 河川環境課河川環境保全調整官

佐々木淑充 大臣官房付 大臣官房参事官（緊急災害対策派遣活動担当）

中田　健介 防災課災害対策室管理係 総務課予算第一係（三席）

梶家　有希 防災課法規係長 水政課審査係長

佐野　俊光 河川環境課水防調整官（併）防災課 河川計画課長補佐

道原　直斗 治水課予算第一係長 河川環境課水防企画室水防係長（併）防災課

里村　真吾 防災課防災企画官（併）水災害リスクコミュニケーション推進
室

防災課防災企画官

小野　一英 水政課河川利用企画調整官 防災課企画専門官

浅田　天地 河川計画課長補佐 防災課災害対策室課長補佐

平川　貴士 砂防部保全課総務係長 防災課災害統計係長

五十嵐義敏 治水課河川技術係長 防災課災害対策室調査計画係長

坂井　弥耶 河川環境課法規係長 防災課法規係長

嶋田　剛士 河川環境課河川保全企画室河川管理高度化係長 防災課災害対策室地震防災係長

峯田　純平 防災課災害第一係 防災課災害対策室管理係
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令 和  3  年  4  月  1  日 防 災 （27）第 862 号

令和 ２年　発生主要異常気象別被害報告 令和 3年 2月26日現在（単位：千円）

※被害報告は、月 2回（15日、月末）国土交通省HPで公表。最新は下記をクリック
　http://www.mlit.go.jp/river/toukei_chousa/bousai/saigai/kiroku/houkoku.html

http://www.mlit.go.jp/river/toukei_chousa/bousai/saigai/kiroku/houkoku.html


（28） 第 862 号 防 災 令 和  3  年  4  月  1  日

令和 3年　発生主要異常気象別被害報告 令和 3年 2月26日現在（単位：千円）

※被害報告は、月 2回（15日、月末）国土交通省HPで公表。最新は下記をクリック
　http://www.mlit.go.jp/river/toukei_chousa/bousai/saigai/kiroku/houkoku.html

http://www.mlit.go.jp/river/toukei_chousa/bousai/saigai/kiroku/houkoku.html
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